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第２回 府中市公契約審議会 

 

[日 時] 令和８年６月１２日（金） 午後２時～午後２時５０分 

[場 所] 府中市役所 おもや ２階 Ａ２０１会議室 

[出席者] 委 員（名簿順・敬称略） 

      上條 弘次、濵本 絵美、貝塚 洋、中村 聡介、 

菅原 信吾、三浦 眞二郎 

事務局 

     佐々木総務管理部長、遠藤契約課長、上野契約課長補佐、 

杉江工事契約係長、金子主任、中司主任 

[傍聴者] ３名 

[会議経過] 

１ 議題 

(1) 労働報酬下限額 

ア 工事又は製造の請負の契約 

イ 業務委託契約・指定管理協定ほか 

(2) 市への報告様式 

 ２ その他 
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[会議録] 

 

（会長） 

それでは、定刻になりましたので、ただいまから第２回府中市公契約の審議

会を開催させていただきます。まず、本日の委員の出席状況を事務局から報告

をお願いします。 

（事務局） 

本日はご多忙のところ、本審議会にご出席いただきまして、ありがとうござ

います。本日の出席状況でございますが、委員定数６名中６名の委員の皆様に

ご出席をいただいております。従いまして、過半数を超えておりますので、本

審議会は有効に成立していることを報告します。 

（会長） 

ありがとうございます。次に、前回の会議録を確定したいと思います。皆様

のもとに事前に送付しておりますけれども、修正等の連絡は事務局にありま

したでしょうか。 

（事務局） 

委員の方から軽微な文言の修正のご連絡をいただき、反映したものを机上

に配付しております。内容に関わる大きな修正はございませんでした。以上

でございます。 

（会長） 

ありがとうございます。それでは、本日、前回の会議録を確定しまして、今

後、事務局において市政情報公開室や市のホームページで公開することとい

たします。なお、本日、机に会議録を配付しておりますが、黄色く着色してい

る部分には、委員の個人名が入っておりますので、公開時には削除し、名前の

ない状態で公開いたします。 

続いて、本日の傍聴について、事務局から報告をお願いいたします。 

（事務局） 

本日の審議会の傍聴について、ご報告いたします。本日は、３名の方から傍

聴希望の申入れがございました。 

（会長） 

ありがとうございます。今、事務局のほうから傍聴の申入れがございました。

傍聴を許可することにご異議ありませんでしょうか。 

 

（全員異議なし） 
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（会長） 

ありがとうございます。それでは、傍聴者の入場をお願いいたします。 

 

（傍聴者入室） 

 

（会長） 

ありがとうございます。続いて、本日の配付資料について、事務局より説明

をお願いいたします。 

（事務局） 

本日の配付資料について説明いたします。資料につきましては、次第１枚、

資料２の１の検討内容資料１セット、資料２の２の下限額に含まれる賃金の

構成１枚、資料２の３の東京都公共工事設計労務単価の推移１枚、資料２の４

の賃金構造基本統計調査結果（建設業１枚）、資料２の５の都内自治体状況一

覧１セット、資料２の６の東京都最低賃金の推移１枚、資料２の７、府中市会

計年度任用職員報酬の推移１枚、資料２の８、建築保全業務労務単価の推移１

枚、資料２の９、賃金構造基本統計調査結果の推移１枚、資料２の１０、求人・

求職賃金情報の推移１枚、資料２の１１、１２は、チェックシート様式の工事

と委託・指定管理の案となっております。資料２の１を用いて主に検討し、そ

の他の資料を補足的に参照させていただきます。 

このほか、これまでお配りした資料を閉じたファイルをこちらで保管させ

ていただいていた委員の方には、机上にファイルを置かせていただいており

ます。今回の資料について、データがあるので持ち帰りは不要という方は、会

議後、机上に置いていただければ、ファイルごとこちらで保管させていただき

ます。また、お持ち帰りになられても構いません。お持ち帰りの場合はお手数

をおかけしますが、次回、持参くださいますようお願いいたします。配付資料

の説明は、以上でございます。 

（会長） 

ありがとうございます。それでは、次第に従いまして、議題１（１）労働報

酬下限額のア、工事または製造の請負の契約について、事務局から説明をお願

いいたします。 

（事務局） 

それでは、資料２の１をご覧ください。初めに本資料についてですが、本資

料は公契約条例の運用開始に向け、本審議会にご意見を伺いたい内容をまと

めた資料となりまして、１ページから８ページまでが労働報酬下限額に関す

るもの、９ページ、１０ページに市への報告に関するものを記載しております。 

１ページをお願いいたします。１、労働報酬下限額（以下、下限額）につい
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ての（１）工事または製造の請負の契約を用いて、各項目の資料の見方につき

ましてご説明いたします。初めに、１ページ上部に記載した枠内の案について

でございますが、審議する各項目に対する本市としての案を記載させていた

だいております。次に、括弧の検討事項には、各項目で検討すべき内容につい

て記載しており、その下の①、２ページの②は、さらに詳細に検討項目を区分

けしたものを記載しております。その下の各項目内には、都内の自治体の状況

を掲載するなど、資料に必要な情報を掲載させていただいております。 

それでは、改めて資料１ページに戻りまして、（１）工事または製造の請負

の契約についてご説明させていただきます。ページ中段の検討事項に記載の

とおり、この項目の検討事項は、工事または製造の請負の契約における下限額

についてとなります。上段の四角枠内に案がありまして、市としての案を記載

しております。 

１点目が、下限額は東京都公共工事設計労務単価の９０％とする。 

２点目が、公共工事設計労務単価の東京都の金額設定がない場合がある「タ

イル工」は「左官工」、「屋根ふき工」は「板金工」、「建築ブロック工」は

「石工」、「建具工」は「内装工」の単価を準用する。ただし、令和９年３月

から適用する公共工事設計労務単価の東京都の設定があった場合は、東京都

の単価とすることを案としています。 

恐れ入りますが、公共工事設計労務単価に含まれる賃金の構成を確認する

資料として、資料２の２をご覧ください。上段の表が算定対象に含まれる手当

の例で、下段の表が算定対象から除く手当の例を記載しております。表内の左

側の欄で、工事または製造の請負の契約となっている欄をご確認ください。下

限額に含まれる賃金の構成として、工事等の場合は、基本給のほか通勤手当な

どの基準内手当、賞与等の臨時の給付などが含まれますが、下段の表のとおり、

時間外割増賃金等は含まれないこととなっております。この構成は公共工事

設計労務単価に合わせたもので、他団体においてもほぼ同様の取扱いとなっ

ております。 

次に、資料２の３をご覧ください。こちらは、国が示す５１職種に対する東

京都の公共工事設計労務単価の推移となります。表の一番右の列は、令和７年

度から令和８年度にかけての伸び率を記載しておりまして、職種ごとに伸び

率が異なり、０.６％から６.２５％の伸び率となっております。また、一番左

の列の職種欄の下の方、タイル工は令和４年度から令和６年度の単価が空欄

となっておりまして、単価が空欄となっているものについては、東京都で単価

が設定されていないものとなっております。 

次に、資料２の４をご覧ください。こちらは、令和７年度賃金構造基本統計

調査の建設業のうち上段の表のとおり、産業が総合工事業、企業規模が１０人
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以上の事業所を対象とした勤続年数別、年齢別の給与額となります。総合工事

業は、建設工事全体をまとめて施工する元請的な業種となっております。工事、

製造における下限額は、条例上では、公共工事設計労務単価を勘案して定める

こととしておりますが、参考として民間を対象とした給与調査結果をお示し

させていただくものとなります。 

次に、資料２の５をご覧ください。こちらは都内自治体状況一覧で、令和８

年度の工事、委託・指定管理の各労働報酬下限額を示したものとなります。こ

の項目を審議する上で、参考となる資料としてこれらの資料をご用意いたし

ました。 

それでは、資料２の１、１ページにお戻りください。①下限額の設定につい

てですが、公共工事設計労務単価（以下、労務単価）は、国が賃金実態調査に

基づき、毎年度設定する公共工事における技能労働者の標準的な労務費水準

で、労務単価は４７都道府県別、５１職種別に設定されています。また、労務

単価は例年２月頃に公表されており、東京都においてもこれに準じて公表さ

れています。先進自治体の事例を見ますと、公契約においては労務単価を基準

とし、技能者や事業者負担との均衡に配慮した一定割合を乗じた額を下限額

として設定することにより、労働者の適切な賃金水準の確保を図っていると

いう状況が見受けられます。 

２ページをお願いいたします。参考といたしまして、都内市区の状況ですが、

全ての自治体で技能者や事業者負担に配慮し、一定の割合を乗じておりまし

て、１８自治体中１５自治体が労務単価の９０％を下限額としています。なお、

都労務単価の９０％に下線を引いておりますが、これは各項目で示している

市の案と同じ部分になりまして、これ以降の下線についても同様となってお

ります。具体的なイメージのため、普通作業員の労務単価に９０％、８５％を

乗じた場合の想定額を下の表に記載しています。９０％の場合は、賞与や通勤

手当等を含めた月額は４８万６,０００円、８５％の場合は４５万９,０００

円となっております。なお、年額に直しますと、９０％の場合は５８３万２,

０００円、８５％の場合は５５０万８,０００円となります。 

恐れ入りますが、資料２の４をご覧ください。１ページ目の表の下側に、（参

考）特別給与額を１２月で割り返した額に、所定内給与額を加えた金額を月額

といたしまして、３つのパターンを例示しております。上の太枠の金額は、勤

続年数を問わない区分で、全体の平均の金額で算出した額、中段の太枠の金額

は、勤続年数を問わない区分で、３０歳から３４歳の区分の金額で算出した額

になります。下段の太枠の金額は、勤続年数ゼロ年で、二十歳から２４歳の区

分の金額で算出した額となります。 

続いて、資料２の１に戻りまして、２ページをご覧ください。②労務単価の



6 

 

設定がない職種の下限額の設定ですが、参考としまして都内市区の状況を記

載しています。１８自治体中４自治体が、類似職種の単価を準用している状況

です。その下の類似職種の単価を準用するほか、前年度下限額に当該年度の都

労務単価平均上昇率を反映した額で５自治体となっておりますが、都労務単

価に設定がない職種に対し、既に下限額を設定している自治体であれば、その

翌年度以降の労務単価を決める考え方として、既に設定した労務単価に全職

種の平均上昇率を乗じて設定するということもできますが、本市においては、

来年度が初年度ということで、何らかのベースとなる単価を設定する必要が

ありますので、少なくとも初年度の単価設定においては、類似職種の単価を準

用することを案としております。 

３ページをお願いいたします。次に（２）工事または製造の請負の契約（見

習い・手元等）ですが、ここで検討したい事項は、見習い・手元等における下

限額の設定有無、設ける場合の下限額について審議いただきたいと思ってお

ります。ページの一番下の枠内に記載のとおり、見習いは一定の職種について、

将来的に技能習得を前提として従事しているものであって、まだ１人で当該

職種の作業を遂行できる技能、経験を有していない者。手元は、特定の職種の

技能者としての習得を目的とするのではなく、主として軽作業や補助作業に

従事する者をいいます。労働者等の合意の下、見習い・手元等の労働者と使用

者が判断する者のことを指します。ページ上部の四角枠内の見習い・手元等に

関する市の案といたしましては、１点目として、見習い・手元等に係る下限額

を設ける。２点目として、下限額は東京都公共工事設計労務単価の７０％とす

ることを案としています。ページ中ほどに、参考、都内市区の状況を伝えてい

ます。見習い・手元等の設定をしていない自治体は２団体で、設定している自

治体は１６団体となっております。設定している自治体の中では、都労務単価

の７０％とする自治体が１０団体で最も多くなっております。具体的な例と

して、軽作業員の労務単価に８０％、７５％、７０％を乗じた場合の想定額を

下の表に記載しています。８０％の場合は、賞与や通勤手当等を含めた月額が

２９万９,２００円に、７５％の場合は２８万５００円に、７０％の場合は２

６万１,８００円となっております。なお、年額に直しますと、８０％の場合

は３５９万４００円、７５％の場合は３３６万６,０００円、７０％の場合は

３１４万１,６００円となります。 

資料２の４をご覧ください。下段の太枠の金額につきまして、勤続年数ゼロ

年の区分で、二十歳から２４歳の区分の金額で算出した額になり、見習い・手

元等の検討に当たっての参考としてお示ししております。工事における下限

額の説明は、以上でございます。 
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（会長） 

ありがとうございます。説明が終わりました。まずご意見、ご質問があれば

お願いいたします。 

（委員） 

３ページの（２）についてですけれども、見習い・手元等、ほかの自治体に

準拠した形で考えられているなというふうには思ってはいるのですが、見習

い・手元等の概念は下に書いていて、内容自体はこれでよろしいかなとは思う

んですけれども、果たして市や発注者の方は、見習い・手元等というのはどう

いうふうに判断してチェックしていく想定なのか。性善説に基づいて、事業者

の方がこの人は見習い・手元等と言えばそのとおりだという考え方なのか。そ

の点についてのお考えをお伺いしたいなと思っております。以上です。 

（会長） 

ありがとうございます。それでは、事務局のから説明をお願いいたします。 

（事務局） 

見習い・手元等につきましては、整理させていただいたとおりなんですけれ

ども、先ほどの説明にあったとおり、基本的には事業者さんと労働者の方との

合意の下でというのを前提にしていくというふうに市では考えております。

通常、雇用者の方から労働者に対し、こういった職種ですとか、手元・見習い

ですという話はされずに雇用されていると思われますので、実際の運用とし

ては、元請さんや事業者さんの方で、公契約上、どういった形でその対象の方

を捉えているのかというのを記録、整理しておいていただいて、労働者の方か

ら申出があったときに、どういった形でその方を見なしているのかというの

をご説明させていただくような中身になるのかなというふうに考えておりま

す。以上です。 

（会長） 

ありがとうございます。他に何かございますか。 

本日、検討して決めなければいけないことの一つに、労働単価に乗じる率で

す。参考には、９０％または８５％のパターンがありますが、案ですと、９０％

という形で提案が上がっております。こちらにつきまして、何かご意見等ござ

いますでしょうか。 

（委員） 

ほかの自治体の何か所が９０％でという数字があるんですけど、そもそも、

この９０％なのか８５％なのかについての根拠みたいなものは、それぞれ自

治体ごとに説明がされたりとか、何か公の資料として、こういう理由で９０で

す、８５ですとか、そういった減額の根拠になるようなものがあるんでしょう

か。 
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（会長） 

事務局からご回答をお願いいたします。 

（事務局） 

委員のご指摘のとおり、私どもも９０％、８５％としている根拠を他自治体

の資料から探しておりましたが、最初の検討に当たっては、なぜ９０％なのか

という資料が見当たりませんでした。一度始めたところを起点として、追随す

る自治体がそれを参考に倣っていったのではないかと推測しております。そ

のため、今、根拠として明確にこれだから９０％というものをお示しできない

状況でございます。以上でございます。 

（会長） 

ありがとうございます。どの自治体が９０％で、どの自治体が８５％なのか

というのは、資料２の５に記載されておりますので、ご参照いただきたいので

すが、この内容を拝見する限り、区部はほとんど９０％のようです。世田谷区

だけ８５％になっていて、それ以外は９０％という表になっております。資料

２の５の３ページ目が、市の情報になっておりまして、立川市、日野市、国分

寺市、多摩市の４市があり、８５％が２市、９０％が２市となっております。

こちらの情報を踏まえまして、府中市としましては案のとおり９０％とする

のか、それ以外がいいのかというのを皆様でご審議いただけたらと思います。

いかがでしょうか。 

（委員） 

それぞれ熟練工にしても見習いにしても、この数字自体、確かによく分から

ないんですが、ただ、他の自治体の例に倣うというところでいうと、妥当な数

字かなというふうには思っています。ただ、一方で建設業自体もなかなか若い

人が入ってこないという現状だとか、市の活性化という観点を考えたときに

は、特に見習い・手元の方、熟練工じゃない方たちの７０％という数字が、果

たしてこれでいいのかなという思いなんかもありつつ、今年度はこれでいく

にしても、その年度年度で議論が進んでいくと思いますので、将来的に他の自

治体よりも高い水準を目指していってほしいなというような要望ですね。今

年度じゃなく、次の、と思っております。 

（会長） 

ありがとうございます。 

（委員） 

この９０％とか８０％という数字が、特に根拠もなく、他市に倣ってという

ことであれば、それは他の市に倣って、これは致し方ないところかなというふ

うに思うんですけれども、これはあくまでも運用した後の話なんですけれど

も、今、非常に物価も上がっておりますし、労務単価も一緒に上がっているの
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で、９０％とかそういった高い水準とか、いろいろな数字があると思うんです

けれども、今後運用していく中で、景気の動向ですとか、物価の上昇とか下降

とかによって、この下限額というのは変わっていくものなのでしょうか、それ

とも今後ずっとこのままなのでしょうか。 

（会長） 

ありがとうございます。事務局のほうから回答をお願いいたします。 

（事務局） 

まず、そもそものベースとなる公共工事設計労務単価が変動してくるとこ

ろになるかと思います。それに対して、８５％とするのか９０％とするのかと

いうことに関しては、この設計労務単価が、最低賃金と違いまして、公共工事

に従事する各職種の標準的な賃金水準を示すものとして設定しているものに

なっております。その中で、その値をそのまま採用すると、例えば年数の経験

が浅い方とか、まだ熟練までに至らないけれども、見習いまでではないという

若い方の金額についても、かなり底上げされてくるというような状況となる

ことが懸念点としてあります。そういった方の給与が上がることによって、今

までの熟練工の方との賃金差がなくなってきてしまうというところで、その

働いている方たちの賃金階層みたいものが、少し変わってきてしまう影響が

あるのかなと考えております。そのため、一定の幅を持たせられるように８

５％とか９０％という値を設定しておりまして、今後の景気の動向の部分に

ついては、公共工事の設計労務単価の変動に合わせて対応していくような形

を想定しております。以上となります。 

（会長） 

例えば今回９０％と決めた場合、今後、継続して９０％ではなく、状況に応

じて数値自体が変動可能ということですね。 

（事務局） 

補足になりますけども、８５％とか９０％、見習い・手元等に係る７０％と

いうところの考えにつきましては、現在、人手不足とかがある中で、公共工事

の担い手を確保するという意味でも、例えば府中市の工事では、これだけの設

計労務単価に対して、一定割合以上の金額が確保された状況で雇っています

よということ示すことにもつながります。そういった意味では、公契約条例を

制定し、他市との均衡を保つというところには、人材確保において一定の効果

があるものと思っております。以上になります。 

（会長） 

ありがとうございます。９０％なのか、それ以外なのかという他市の動向も

含める必要がありますが、要は人材が府中市から他へ流れるかどうかという

ところもポイントかと思いますので、その点を含めご議論いただけたらと思
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います。 

（委員） 

他の市で、このパーセンテージに関して問題が起きたとか、異論があって何

かご意見が出たとか、そういった情報はあるのでしょうか。 

（会長） 

ありがとうございます。事務局から回答をお願いいたします。 

（事務局） 

他市の審議会の議事録等を見ていますと、毎年、今、ご意見いただいたよう

に、見直しの議論みたいなところとか、それが妥当性があるのかというところ

の議論がされているというふうに認識しております。そういった中で、例えば

手元・見習いといった設定がされてきているというような状況があります。そ

ういった意味では、改善をしながら、今後の府中市の状況を見て、適切なのか

どうかという判断をこういった場の中で議論していくことになるかと思って

おります。以上です。 

（委員） 

もともと国が定めて開示した単価をこちらで調整するという話になるだろ

うし、そこに妥当性があれば、あとはパーセンテージを決めればいいみたいな、

そういう今後の運用の中での審議になるのかなと思いますけど、市としては

どの程度、国のものを参考にするとか、お考えはありますか。 

（事務局） 

今回、初めて設定するという中で、条例上は設計労務単価を参考にしましょ

うということにはなっているのですけども、資料として民間の賃金構造調査

も付けさせていただいています。質の確保も含めてだと思いますが、若干、公

共の方がやはり高い賃金が設定されているということが確認できましたので、

そういった状況を見ながら、金額としての妥当性みたいなのを確認していた

だければと思っています。 

（会長） 

ありがとうございます。他に何かございますでしょうか。 

（委員） 

今は非常に人手不足で、我々としてもなるべく多い金額で発注しないこと

には人が集まらないというところではあるとは思うんですけど、今、思い返す

と、リーマンショックの頃は本当に仕事がなくて、業界紙を見て今でも思い出

すんですけれども、型枠大工さんの親方が、年収が２４０万という記事が載っ

ていた時代もあったんです。ですので、そういう時代になった場合、この公契

約条例というのはどうなってしまうのだろうかなというのは、今、ちょっと思

い浮かべながらお話を伺っていたんですけれども、そうは言ってもやらなけ
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ればいけないことなので、取りあえずこれで出発して、進めながら悪いところ

は是正していってというのがいいのかななんて、今、ちょっと考えていました。 

（会長） 

ありがとうございます。他に何もなければ、府中市からの案としましては、

労務単価に９０％を乗じる、さらに労務単価の設定がない職種の下限額につ

いては、類似の単価を準用するということで提案が上がっておりますが、こち

らはご異議ございませんでしょうか。 

（委員） 

ちょっと細かくなるんですけど、タイル工に関して、資料の２の３の令和７、

８だけが数字が入っていたりするので、これは年によって公表している内容

が違うんですかね。逆に建具工は令和６年度にだけ入っているとか。その年に

よって、職種が違ったり、金額が出たり出なかったりするのか。表の見方が分

からないので、教えていただけますか。 

（会長） 

ありがとうございます。事務局の説明をお願いいたします。 

（事務局） 

こちらは、公共工事設計労務単価が、国の公共事業労務費調査の結果に基づ

き、都道府県別・職種別に決定・公表されているものでして、年度や都道府県、

職種によっては、十分な有効標本数が確保できず、単価として設定されない場

合があることから、年度ごとに空欄となっているものがある状況でございま

す。なお、近隣他県に行きますと、東京都分では空欄となっている職種につい

ても、単価が示されている圏域もあるというような状況があります。以上です。 

（会長） 

ありがとうございます。お時間の制約もありますので、労務単価に乗じる

パーセンテージは、案のとおり９０％とする。あと労務単価の設定がない職種

の下限額は類似の職種の単価を準用ということでよろしいでしょうか。 

 

（全員異議なし） 

 

（会長） 

ありがとうございます。では、次に、見習い・手元等へ移ります。府中市の

案としましては、多くの自治体で採用されております７０％を労務単価に乗

じたものでということで案が上がっておりますが、こちらにつきましても、ご

異議等はないでしょうか。 

 

（全員異議なし） 
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（会長） 

ありがとうございます。では、原案のとおり進めるということで確定させて

いただきます。 

それでは、続きまして、議題１（１）のイ、業務委託契約・指定管理協定ほ

かについて、事務局からご説明をお願いいたします。 

（事務局） 

それでは、資料２の１の４ページをご覧ください。議題では、業務委託契約・

指定管理協定ほかと２つになっておりますが、分割してご説明をさせていた

だきたいと思います。 

ここからは、業務委託契約、指定管理協定に係る下限額についてとなりまし

て、検討事項といたしましては、１点目が職種によらず単一の下限額とするか、

職種別の下限額とするか、２点目がその下限額の設定方法についてとなりま

す。ページ上部の四角枠内に記載した市の案といたしましては、１点目が単一

の下限額を設ける、２点目が令和８年度の東京都最低賃金改定後に決められ

る時間額制会計年度任用職員報酬（１時間当たり）の変動率を、改定後の時間

額制会計年度任用職員報酬の額に乗じて得た額に、１,３２０円を加算した額

としております。 

次に、検討資料でございますが、中段にある枠内で、条例で規定する参考指

標に記載のとおり、工事、製造以外における下限額は、条例上では、東京都最

低賃金、府中市会計年度任用職員報酬、その他公的機関が定める基準、民間企

業における賃金支払状況を勘案し定めることとなっております。これらを勘

案する資料として、資料２の６が最低賃金、資料２の７が会計年度任用職員報

酬、２の８が公的機関の基準、２の９と１０が民間の支払状況に関する資料と

してお示しするものとなります。 

はじめに、資料２の２をご覧ください。こちらは、先ほど工事の検討の際に

もご覧いただいた賃金の構成を確認する資料で、上段の表が算定対象に含ま

れる手当の例、下段の表が算定対象から除く手当の例です。表の左側の欄で、

工事または製造以外の請負契約及び業務委託契約における労働者と指定管理

協定における労働者となっている欄をご覧ください。業務委託契約、指定管理

協定の場合は、基本給相当額及び職務手当等の諸手当が対象となりますが、下

段の表のとおり、時間外割増賃金や通勤手当等の諸手当、賞与等の臨時の給付

などは対象外となっております。この構成につきましては、公契約条例よりも

拘束力の強い最低賃金法に抵触しないか留意する必要があるため、最低賃金

と合わせたままで、他自治体においてもほとんど同様の取扱いとなっており

ます。 

次に、資料２の５をご覧ください。こちらは、先ほど工事と同様、都内自治
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体の令和８年度の下限額を示した資料となっております。 

次に、資料２の６をご覧ください。こちらは東京都の最低賃金の推移となり

まして、当該年度４月１日の金額を記載しております。令和３年度以降、コロ

ナ禍から経済回復に伴う賃上げの機運の高まりや、人手不足の深刻化、物価上

昇への対応を背景に引き上げ幅が拡大し、近年は前年度からの変動率が増加

傾向にあります。 

次に、資料２の７をご覧ください。こちらは本市の会計年度任用職員報酬の

推移となりまして、会計年度任用職員には月額制と時間額制の設定があり、上

段が月額制、下限が時間額制となっております。詳細については、後ほど説明

させていただきます。 

次に、資料２の８をご覧ください。こちらは、国土交通省が毎年度決定する

建築保全業務労務単価の推移となりまして、主にビルメンテナンスに関係す

る単価を示す資料となっております。表には、本市の特定公契約の対象に関連

がある清掃員、警備員の２業種と全職種の推移を記載しています。なお、こち

らの単価には、表の下の３つ目の米印に記載のとおり、基本給相当額のほか、

賞与や通勤手当などの手当を含んでおりますのでご留意ください。 

次に、資料２の９をご覧ください。こちらは賃金構造基本統計調査の結果の

推移となりまして、上段の表が企業規模が１０人以上、下の表が１,０００人

以上、左側の表は、特定公契約に関連があるビル・建物清掃員から飲食物調理

従事者の４職種の一般労働者、短時間労働者に関わる時間額、右側の表は、左

の時間額に対する前年度からの変動率を示しており、それぞれ令和３年度か

ら令和７年度までの推移を示しております。表の下の米印の一番下の項目に

記載のとおり、記載の賃金には、基本給のほか通勤手当など所定内給与として

含んでおり、賞与や時間外勤務手当は含んでおりません。右の変動率を見ます

と、近年の人件費が年々上昇している状況になっても、職種によって変動率が

マイナスとなるものもあるなど、変動率にばらつきがみられる状況となって

おります。 

次に、資料２の１０をご覧ください。こちらは、ハローワーク府中のホーム

ページで公表されている求人・求職賃金情報の推移となりまして、表面がパー

トタイム、裏面がフルタイムとなっております。表面、裏面の各表には、特定

公契約に関連のある４職種に係る時給の上限と下限を平均変動率として、上

限、下限額を単純平均した金額に対する変動率を参考に記載しておりまして、

それぞれ上段の表が府中、下段が東京都となっております。ページ下部の米印

に記載のとおり、時給は原則基本給のみの金額となっております。各職種の状

況ですが、職種別に時給変動の状況についてばらつきがみられる状況となっ

ております。 
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それでは、資料２の１の４ページにお戻りください。具体的な案の説明に入

る前に、ページ中段の下にございます設定における条件について説明をさせ

ていただきます。１点目として、令和９年度の下限額を検討する場合、令和９

年１０月の最低賃金まで予想しながら、下限額を作成する必要がございます。

２点目として、事業者に次年度予算のための参考見積りを作成いただくこと

を考慮すると、９月までに下限額を決定する必要があります。こちらは、例年

１０月に予算編成が始まるため、次年度予算に反映するには、このようなスケ

ジュール感が必要になってまいります。３点目として、東京都最低賃金の答申

は、毎年８月上旬から中旬にされること。４点目として、東京都最低賃金の改

定を受け、時間額制会計年度任用職員報酬額は通常１０月に改定されること。

最後に、東京都人事委員会勧告を受け、月額制会計年度任用職員報酬額が通常

１２月に改定されることを踏まえ、決定していく必要がございます。次年度予

算編成に反映するため、９月までに下限額を決定することを踏まえますと、最

新の情報を下限額に反映できる指標としては、東京都最低賃金が時間額制会

計年度任用職員報酬になるものと考えております。 

５ページをお願いいたします。次に、検討内容の①単一の下限額とするか職

種別の下限額とするかですが、先進自治体の状況を見ますと、職種別にしてい

る自治体でも同じ単価に設定している職種が多数ある状況にございます。 

恐れ入りますが、資料２の５の都内自治体状況一覧をご覧ください。表の中

段より下側、委託・指定管理の欄を見ますと、１ページ目の千代田区、それか

ら２ページ目の足立区、３ページ目の国分寺市、多摩市が職種別の下限額を設

けていますが、千代田区では職種別に単価を設定しているものの、これ以外の

３団体では複数職種で単一の単価を採用している状況から、有効な指標がな

い可能性が推測されます。 

資料２の１の５ページに戻りまして、①の２点目、職種別の下限額を設定す

るためには、職種ごとの賃金動向を安定的に把握できる指標が必要となりま

すが、賃金構造基本統計調査結果や求人・求職賃金情報では、先ほどご説明し

たとおり、人件費が高騰している直近数年でも、職種によってはマイナスとな

っている年があるなど、変動にばらつきが見られます。こうした状況を踏まえ、

これらの指標を用いて職種別の下限額を設定するのではなく、各職種共通に

最低限確保すべき水準を示すものとして、案では単一の下限額としておりま

す。 

次に、②下限額の設定方向の枠内、設定方法の基本的な考え方をご説明いた

します。委託契約や指定管理協定を締結している業務については、元来、市の

施設で直営であったことが想定され、市の職員が配置されることになった場

合、正規職員及び会計年度任用職員が配置されます。施設運営においては、正
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規職員のみで運営する施設は少なく、正規職員を補佐する定型的な業務を会

計年度任用職員は担っております。このことから、下限額の検討に当たっては、

会計年度任用職員報酬を基本に、その他の参考指標である東京都最低賃金や

民間企業の賃金状況などから補足的に検討することが妥当であり、また、極端

に高い、低い金額を設定すると、近隣地域間での人材の流出が懸念されること

から、多摩地域の下限額を意識する必要があるというふうにさせていただき

ました。 

次に、枠の下の項目について、資料２の７と併せてご覧ください。特定公契

約に関連のある４職種のうち、月額制・時間額制会計年度任用職員において、

業務内容が特定公契約における委託内容とおおむね一致する職種は、給食調

理員に限られております。また、警備員について、時間額制の設定がなく、月

額制においても、ボートレース平和島で勤務する警察ＯＢが従事しており、反

社会的勢力への対応などを含む特殊な警備業務であることから、報酬額が比

較的高く設定されております。このため当該額を一般的な警備業務にそのま

ま準用することは難しいものと考えております。３点目に、多摩地域の令和８

年度下限額は、１,３２０円前後となっております。これらを勘案した結果、

資料２の１の５ページの下に、太字で記載した案をご提示させていただいて

おります。案といたしましては、令和８年度の東京都最低賃金改定後に決めら

れる時間額制会計年度任用職員報酬（１時間当たり）の変動率を、改定後の時

間額制会計年度任用職員報酬の額に応じて得た額に、１,３２０円を加算した

金額としておりまして、これを具体的にイメージするために例を記載してお

ります。時間額制会計年度任用職員、現在１,２３０円が１,３００円に改定さ

れた場合には、変動率が約５.７％の上昇となり、その変動率が令和９年度で

も続いた場合を想定した上で、令和８年度の多摩地域の一般的な下限額であ

ろう１,３２０円を加えた金額が１,３９４円となり、この額が令和９年度の

府中市の下限額となります。 

続いて、６ページをご覧ください。参考に、都内市区の状況をお示ししてお

ります。単一の下限額を採用しているのは、１８自治体中１４自治体で最も多

く、その下の設定の考え方につきましては、下限額に勘案しているものとして、

東京都最低賃金の改定率が９自治体で最も多くなっております。説明は、以上

でございます。 

（会長） 

ありがとうございます。説明が終わりました。ご意見、ご質問等があればお

願いいたします。 

（委員） 

検討内容の②の下限額の設定方法については、市の案の金額１,３９４円の
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見込みということで、金額については適切と考えております。一方で、①の単

一の下限額とするか、職種別の下限額とするかという部分に関してなんです

けれども、資料２の７のとおり、現状は１,２３０円で、清掃、受付、給食調

理の時間額の金額が同額になっていると思うんですけれども、将来、人材確保

が困難な職種、例えば給食調理とかですね、そういう職種に金額を上乗せする

ような議論を可能にする余地を残すためにも、金額は当面同一で構わないん

ですけれども、職種別に設定する枠組みを残しておくべきではないかと考え

ております。 

（会長） 

ありがとうございます。それでは、一律ではなく、職種別に下限額を設定で

きるような枠組みだけは残しておいても良いということですね。 

（委員） 

はい。 

（会長） 

他にございますでしょうか。 

（委員） 

事務局のから話があったと思うんですけれども、資料２の７の時間額制会

計年度任用職員の報酬に警備がないというのは、業務が特殊で金額が高いの

で、その金額が時間額制の方に当てはめられないからという認識でよろしい

でしょうか。 

（事務局） 

上段にある月額制に関しては、警察ＯＢが任用され特殊な業務に当たって

いただくので高くなっていて、下のほうの時間額制については、そもそも警備

員が配置されていないという状況でございます。以上でございます。 

（会長） 

ありがとうございます。よろしいでしょうか。 

（委員） 

はい、大丈夫です。 

（会長） 

ありがとうございます。ほか、何かございますでしょうか。 

（委員） 

単一な原則ということでいいとは思います。今、ご指摘があったように、職

種を分けて指定する場合、運用の上で必要があったらそういうふうに、今後の

審議会で意見を上げて変えてもらったらと思うんですけれども、現時点でどれ

ぐらい職種を分けなきゃいけないとか、特殊性のあるものがどれぐらいあるか

とか、市の認識として特殊なものとして考える職種は何種類ぐらいありますか。 
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（会長） 

ありがとうございます。事務局、お願いいたします。 

（事務局） 

今のご質問ですけれども、特殊な業種の設定につきましては、公契約条例で、

業務委託については４職種が特定公契約の対象になるということになってい

ますので、清掃、警備、受付案内、それから給食調理、まずはこの４つの枠に

応じて、先ほど委員がおっしゃった特殊な要因でプラスすべきことがあるか

どうかというのを一つ一つ検討していくようになるかと思います。以上でご

ざいます。 

（委員） 

４職種プラスアルファみたいな感じなんですね。考えるとすれば。 

（事務局） 

４職種は４職種で、この４職種に額を上げる理由があるかというところを

検討していくというようなイメージでございます。以上でございます。 

（委員） 

ありがとうございます。 

（会長） 

ありがとうございます。今、事務局からも説明がありましたが、職種につい

てはこの４職種に限定しているという状況でございまして、この４職種それ

ぞれに下限を設定するか、単一にしておくのかという点について、委員から枠

組みだけは用意しておいてはいかがかと、つまり、単一ではなく職種ごとの下

限が良いのではないかというご意見を頂戴いたしました。こちらにつきまし

て、皆様方いかがでしょうか。 

（委員） 

さきほどの意見にほぼ同意をするというところなんですが、４職種しかな

いので分けてもいいんじゃないかなと思います。ボートレース平和島の警備

の方の単価がちょっと著しく高いということに関しては、特殊性があるとい

うふうに言いましたけども、やはり若干違いもあるので、単一で全部くくって

しまうのはどうかなというのはやっぱりあります。スタートのときはこれで

いいかとは思うんですね。今後、検討する余地があるので、考えてもらうとい

いのかな思っています。 

（会長） 

ありがとうございます。資料２の５の３ページのところにも、国分寺市、多

摩市は職種ごとに設定がありますが、金額においてはほぼ同額であるという

ことがお分かりいただけるかと思いますが、同じようなことをイメージされ

ているということでよろしいでしょうか。 
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（委員） 

はい。 

（会長） 

ありがとうございます。それでは、次回改めて検討のうえ確定とさせていた

だきます。単一ではなくて、職種ごとの下限を設けたらいかがかというご意見

が出たところで、本日はまとめさせていただきます。 

続きましては、下限額の設定方法につきまして、計算式を５ページ目で、事

務局よりご説明いただきましたが、こちらにつきまして、皆様に何かご意見等

ございますでしょうか。 

繰り返しの説明になりますが、１,３２０円という金額は、資料２の７の一

覧で、近隣の多摩地域の市で採用されている金額に近しい金額となります。令

和８年度においては１,３２０円になっているので、次年度、令和９年度の金

額を決めなければなりません。そちらの改定率については、時間額制会計年度

任用職員、１,２３０円に対して、大体最低賃金が６０円強増えておりますの

で、７０円増えたと仮定して、１,３００円になった場合の上昇率を計算した

のが５.７％です。１,３００円に５.７％を乗じた額に、現状の１,３２０円を

足した金額が１,３９４円となります。これを令和９年の額にしてはいかがと

いうご提案になっておりますが、こちらはいかがですか。 

（委員） 

制度的には乗じた額を出すわけですから、ここでは確定というよりも、新し

い報酬額が出た時点で計算し直してということでいいんですよね。 

（会長） 

事務局から回答をお願いします。 

（事務局） 

おっしゃるとおりで、これから令和８年度の東京都最低賃金が決まります

ので、それを受けて時間額制会計年度任用職員の報酬が決められます。その改

定率を受けて令和９年度の下限額を決めることになります。イメージしやす

いよう具体的に見える形に計算した数字を参考として出させていただきまし

た。以上でございます。 

（委員） 

ありがとうございます。 

（会長） 

１,３９４円から変動する可能性があるということですね。 

実際に指定管理制度を導入している施設において、もし直営だった場合は

会計年度任用職員が働くであろうと仮定した場合は、この単価や上昇率を使

って算出するというのは、実態に合っているかと思いますので、私としては望
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ましいというか、適切な設定ではないかと思いますが、皆様はいかがでしょう

か。 

（委員） 

４ページの設定における条件というところで、スケジュールといいますか、

実際の年度ごとの決定のイメージが載っているのですが、先ほどの説明なん

かも踏まえると、８月上旬から中旬と書いてある東京都最低賃金の答申は、大

体このとおりに決まるというふうには理解しておりますが、これを参考に下

限額を決めるということでよろしいですか。 

（会長） 

ありがとうございます。事務局より回答をお願いします。 

（事務局） 

この東京都の最低賃金が毎年８月に答申に出されまして、それを受けて、時

間額制会計年度任用職員報酬が変わります。下限額の設定に当たっては、直接

的には時間額制会計年度任用職員の変動率を見るのですが、間接的に東京都

最低賃金の変動率が、そのまま影響しているというように思っていただいて

構わないと思います。以上でございます。 

（会長） 

ありがとうございます。他はいかがですか。 

では、お時間もありますので、下限額の設定については特にご異論はなかっ

たかと思いますが、単一の下限額とするか、職種別の下限額とするかについて

は、ご意見を頂戴することとなりました。この審議会では１つの方向性を提示

することになりますので、意見をまとめる必要がございます。そのため、こち

らの議題につきましては、意見の相違ありということで、次回も引き続き議論

する方向としたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 

（全員異議なし） 

 

（会長） 

ありがとうございます。 

それでは、続きまして、議題１（１）イの業務委託契約・指定管理協定ほか

の残りの部分について、事務局から説明をお願いします。 

（事務局） 

それでは、資料２の１の７ページをご覧ください。（４）複数年契約におけ

る適用下限額ですが、ここでの検討事項は、各年度における下限額を適用する

か、契約締結時の下限額を適用し続けるかということになります。ページ上の

四角枠内の市の案といたしましては、１点目に、各年度における下限額を適用
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すること。２点目として、２年目以降に年に１回、新下限額を適用することに

よる契約変更を行うこととしています。また、その下に参考として、都内市区

の状況をお示ししています。契約締結時の下限額を適用している自治体が１

４自治体と最も多くなっておりますが、本市といたしましては、近年の急激な

人件費高騰に対応する観点から、複数年契約においても、契約締結時の下限額

を固定的に適用するのではなく、各年度の下限額を適用することが適切であ

ると考え、案としております。 

続いて、８ページをお願いいたします。（５）告示の時期ですが、案としま

して、工事及び製造の請負の契約における下限額は、前年度３月までに行う。

業務委託契約、指定管理協定における下限額は、前年度１０月までに行うこと

としています。下に参考として、都内市区の状況をお示ししています。工事は、

国土交通省が２月に公共工事設計労務単価を公表することから、３月とする

自治体が１８自治体中１０自治体と最も多い状況となっています。なお、工事

の予算計上に当たっては、都から示される新労務単価を見越した変動率を前

年度の労務単価に乗じて積算していることから、新たな労務単価の公表後に

告示を行った場合でも、予算編成への影響は生じないものと考えております。

また、委託等については、先ほどご説明したとおり、９月までに案を作成し、

告示は１０月に行うことを想定しております。１０月に告示をしている自治

体は、１８自治体中２自治体となっていますが、委託等については告示の時期

にばらつきがあり、各自治体の事情に応じて時期が設定されているものと考

えております。説明は、以上でございます。 

（会長） 

ありがとうございます。説明が終わりました。ご意見やご質問等があれば、

お願いいたします。 

今、２つ説明と提案がありました。１つ目が、複数年契約における適用下限、

もう一つが告示の時期となります。こちらの複数年契約における適用下限額

につきましては、前回、毎年見直してはいかがかというご意見もあったかと思

いますので、そういった内容を酌んでの市からの提案かと思います。こちらに

つきましては、いかがでしょうか。 

 

（全員異議なし） 

 

（会長） 

ありがとうございます。では、複数年契約における適用下限額につきまして

は、各年度の下限額を適用し、さらに２年目以降、年に１回見直しをするとい

うことで決定させていただきます。 
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２つ目の提案は、告示の時期です。工事と委託・指定管理で時期が異なって

おりまして、その理由につきましては、先ほど事務局からご説明があったとお

りです。こちらにつきましては、何かご意見がございますか。工事の方はぎり

ぎりのスケジュールのように見えてしまいますけど、バッファはもう既に組

まれているという説明が先ほどありました。 

（委員） 

予算との関係で、他の自治体は結構遅い自治体があるんですけど、これは間

に合っているんですか。その辺りが市によって事情があるのは分かるんです

けども、随分ばらつきがあって、差が出る理由があれば教えていただければと

思います。 

（会長） 

ありがとうございます。事務局より回答をお願いいたします。 

（事務局） 

基本的に予算編成にどう反映するかがポイントになってきます。告示され

ているイコール予算編成に直結するということではなく、例えば業務委託に

関しても、８月の東京都の最低賃金の答申が出たタイミングで、情報としてか

なり精度が高いと判断し、予算編成の準備としては、それをベースに積算し、

１０月に予算要求をするという仕組みを作っていこうと思っておりまして、

府中市としては、直近の１０月にしていきたいと考えております。告示に関し

て、必ずしも予算編成と合わせていく必要はないので、遅く公表する市もある

のかなと思っております。以上です。 

（会長） 

ありがとうございます。よろしいでしょうか。 

（委員） 

はい。 

（会長） 

そのほか何かございますか。こちらは特に大丈夫かと思います。ご異議がな

いということで、原案のとおり進めさせていただきたいと思いますが、よろし

いでしょうか。 

 

（全員異議なし） 

 

（会長） 

ありがとうございます。 

それでは続きまして、議題１、（２）の市への報告様式について、事務局か

ら説明をお願いいたします。 
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（事務局） 

それでは、資料２の１の９ページをお願いいたします。（１）チェックシー

ト様式についてですが、ここでの検討事項は主に２点で、１点目が事業者は最

低額を記載するか記載しないか、２点目が、記載する場合、全職種内での最低

額か職種別での最低額かとなります。ページ上の四角枠内に記載しておりま

す市の案としましては、１点目として、工事は実際の労働報酬の最低額（以下、

最低額）を記載せず、職種ごとの守るべき下限額を示し、それに対してはい、

いいえを記載する。２点目として、委託は下限額の設定の区分ごとに最低額を

記載するとしています。 

検討資料の資料２の１１をご覧ください。こちらは、工事のチェックシート

案になります。下限額の確認方法について、１枚おめくりいただき、労働報酬

確認表をご覧ください。こちらは、業者名、所在地、職種を入力すると、職種

に応じた下限額が自動で出てくる様式を想定しておりまして、その下限額に

対して、それ以上の賃金等を支給しているかについて、はい、いいえでお答え

いただくものとなっております。また、元請事業者の作業負担を考慮し、下請

各事業者に配布、回収していただいた上で、下請事業者から提出された書類を

そのまま市へご提出いただくことを想定しております。 

次に、資料２の１２をご覧ください。こちらは、委託・指定管理のチェック

シート案となります。裏面の８番をご覧ください。今回お示ししている案では、

委託については単一の下限額を設定する想定としておりましたので、今、チェ

ックシート案はそれとして掲載をさせていただいていますけれども、最低額

をご記入いただく簡素な作りとしております。もし、職種別の下限額を採用す

る場合には、職種ごとに最低額をご記入いただくことを想定しております。 

資料２の１へお戻りいただきまして、９ページをお願いいたします。ページ

中段の、枠囲みの基本的な考え方として、チェックシートに関する基本的な考

え方を示しております。１点目として、チェックシートは、公契約条例で規定

する法令遵守、下限額の支払い等をはじめとする約定事項の遵守状況を確認

するための資料とします。２点目として、遵守されていない旨の回答があった

場合は、市が確認を行い、是正がされない場合には契約解除等の契約上の措置

の対象とするものとして取り扱ってまいります。次に、ページ下の参考、都内

市区の状況ですが、チェックシート方式を採用している１３自治体のうち、工

事では、実際の最低額を記載するのが７自治体、そのうち職種ごとに記載する

のが５自治体、全体の中の最低額のみが２自治体となっております。また、最

低額の記載をしないが６自治体で、そのうち職種ごとの守るべき下限額の記

載をしているのが、２自治体となっております。公契約条例の在り方等検討委

員会においては、職種が５１種類ある中で、職種別に実際の最低額を記載する



23 

 

ことは、事業者の負担が大きくなるのではないかとの懸念のご意見をいただ

いていたかと思います。また、委託等では、最低額の記載があるのが９自治体、

そのうち全体の最低額のみの記載をしているのは４自治体となっております。 

続いて、１０ページをご覧ください。（２）報告時期についてですが、ここ

での検討事項は、報告を要する時期についてとなります。ページ上の四角枠内

に記載した市の案といたしましては、単年度契約は履行中１回、変更があった

場合は履行後にも報告をすること。２点目として、複数年契約は年度ごとに履

行中１回、最終年度に変更があった場合は、履行後に報告することとしていま

す。その下に、参考として、都内市区の状況を記載しています。工事、委託・

指定管理とも、履行中に報告を要する自治体が最も多くなっております。説明

は、以上でございます。 

（会長） 

ありがとうございます。説明が終わりました。ご意見、ご質問等あればお願

いいたします。 

（委員） 

チェックシート様式の工事の部分についてなんですけれども、２点ありま

して、１点目が最低下限額のチェックシートに記載する金額についてなんで

すが、１つの事業者で、例えば塗装と防水、両方とも工事に入られる業者さん

なんかは、この下限額はどちらの金額を記載するのか。これはそもそも市が最

低報酬下限額を書いて、はい、いいえを事業者の方に丸をしてもらうというイ

メージであるならば、どちらを記載するのかというのが１点。 

もう１点が、見習いと熟練工の話にまた戻るというか、このチェックシート

の中では、それを記載するような項目なんかはないのですけれども、これが提

出されたときに、例えば塗装の部門で労働報酬下限額を記載するのは、熟練工

を基準にした金額を書くのか、見習いなのか。そもそも熟練工を前提に、これ

はチェックするようになっているものなのか、どういう想定なのかを伺いし

たいと思います。以上です。 

（会長） 

ありがとうございます。２点ご質問いただきました。事務局からご回答をお

願いいたします。 

（事務局） 

１点目のご質問ですけれども、想定しているのは事業者ごとで、そこで雇用

されている職種ごとに記載をしていただきたいと思っております。イメージ

としては、エクセルでお渡しして、別シートに市の労働報酬下限額を記載して

おいて、職種をプルダウンで選ぶと、自動的に出てくるということを想定して

います。２点目の見習い・手元のご質問ですけれども、確かにおっしゃるとお
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り、熟練工と見習い工で、それぞれ５１職種ということになり得るかと思いま

すので、その点については、反映できるようにチェックシート様式を考えてま

いります。以上でございます。 

（会長） 

ありがとうございます。２点目はすばらしい気づきだと思います。ありがと

うございます。 

（委員） 

いくつかあるんですけれども、まず１つ目が、このチェックシート自体は、

提出者、受注者というのは、元請が記載されるということですよね。それで考

えると、我々元請としては、１つの建物を改修工事する場合は、何十業者も外

注するような雇用形態になるんですけれども、そうやって考えていくと、この

下のところで、例えば、５番の「賃金について、全額を毎月１回以上、一定の

期日を定めて支払っているか」という問いは、我々ではなくて、我々が発注し

ている専門工事業者さんが、はいかいいえか答えるイメージになると思うん

ですけれども、それについて我々が、例えば「健康診断を受けていますか」と

いうのを、一つ一つ専門工事業者さんにやっていますかということを確認し

て、我々が、はいと書いて出すというイメージなんですかね。そうすると何か

ちょっとイメージ的にどうなのかということがまず１点。あと、報告時期につ

いても、履行中１回と書いてありますけれども、例えば１年の間に、工期の最

後の１か月に入ってくる業者もいれば、最初の１か月で終わってしまう業者

もいる中で、この履行中１回とやると、漏れてしまう業者が出てきてしまうと

思われますので、私の意見としては、履行後に全業種の業務が終わった段階で

出したほうがいいのかなというふうに思っております。以上です。 

（会長） 

ありがとうございます。２点ご意見をいただきましたので、事務局からご回

答をお願いします。 

（事務局） 

１点目の、下請けの方の記載に関することですけれども、基本的に、私たち

が考えていたのは、３ページ目の労働報酬確認表を下請けの方々に書いても

らって、一緒に提出してもらうということを想定していたんですけれども、前

段の労働条件に関する事項に関しても、各社によって状況が違うというとこ

ろがありますし、元請けさんとしては、特定公契約に当たった場合には、その

下請けの方々にもそれを守っていただくようお願いすることになっておりま

すので、この提出者というところの書き方は変わってくるのかなとは思いま

すが、下請けさんにもこちらを記入していただいて、それをまとめて出してい

ただくような運用も含めて、改めて検討させていただきたいと思います。 



25 

 

２点目の、履行後に出したほうがいいのではないかというところですが、や

はり実際の工事でいくと、最初の頃に入ってくる事業者さんがいたり工期末

に入ってくる事業者さんがいたりと状況が変わってくることがあるので、履

行後に変更を出していただく必要性は高いものと思っております。履行中と

いうのは、履行開始直後ぐらいをめどに考えておりまして、これはやはり特定

公契約のルールを守っているんだというところを事前に確認しておきたいと

いうふうに思っております。約定事項が遵守されていないことは、契約解除に

つながる部分にもなりますので、簡易的なチェックシートではありますが、事

前に業者さんの状況を市も把握しておきたいという趣旨から、契約段階での

報告もいただきたいと考えているところです。以上です。 

（会長） 

ありがとうございます。チェックシートについては、元請、一次受け、二次

受け、それぞれがこのチェックシートを提出するような様式にするかは、今後、

検討するということといたします。今日は確定する必要はなく、第３回の会議

までに確定いたします。ご意見を頂戴したということで、まとめとしたいと思

います。事務局からもご説明ありましたけれども、スタート時点できっちり労

働条件等を遵守しているかというのは、市側としても確認をしておきたいと

いうお気持ちがあるということです。 

（委員） 

我々と府中市さんが契約した時点でということですか。それとも元請と下

請け業者が契約した時点か、どちらでしょうか。 

（事務局） 

確かに、履行開始というと、一斉に各社が一次受けとか二次受けで入ってく

るみたいな形で想定して話をしていたところです。ただ、実態としては現場の

状況に応じて、下請事業者が変わっていくことがあり、その都度、施工体制図

等も変えていただいていたと思うので、本来であればそのタイミングがその

業者にとってのスタートと見るのであれば、やはりその都度出していただく

というのが理想的かなとは思っておりますが、その都度提出を求めると、事業

者側の事務負担が煩雑になってしまうということがあるので、途中で参加さ

れる事業者に関しては、最終的に変更後の内容として確認をさせていただき

たいと考えております。ただ、スタート段階での施工体制図に記載されている

事業者さんについては、市としても何らかの形で状況を確認しておきたいと

いうこともありまして、まずは履行開始時点で報告をいただきたいという考

えになったものです。 

（会長） 

ありがとうございます。 



26 

 

（委員） 

今ので意見というわけではないですけど、市としては最初の段階でちゃん

とやっているかチェックをしたいので、入る段階で１回出してほしいという

こと。業者さん側としては、流動的なので、後から入ってきていろいろ変更が

あったときにその都度出すのは大変。そういう意味で、最後にというご意見が

出たと思うんですけど、最後だと途中で是正勧告をしたりとか、契約に問題が

あったときに契約解除ができないので、全部事後的になってしまうから事後

だけでは済まない。そういうことで、履行中と履行後、２つになっているんで

すね。２回出すということは、業者さんとっては負担なので、その代わりチェ

ックシートとかを工夫して、なるべくやりやすいようにしてバランスを取る

工夫をされたらいいんじゃないかなというのは、ちょっと意見としてありま

す。 

（会長） 

そうしますと、私からの質問になってしまって恐縮なのですが、始まってす

ぐに一度出してほしいという要望があった場合、工事のチェックシートで言

うと労働報酬確認表の「労働報酬下限額以上の賃金等を支給している。」の「は

い」か「いいえ」かというところは、実績がないため、予定としてチェックす

るようなイメージなのでしょうか。事務局お願いします。 

（事務局） 

スタート時点になるので、予定を書いていただく形になるかと思います。履

行開始ということになりますので、将来を見越した運用の中でこういうふう

にやっていくという形にしか書けない項目もあるとは思います。そのような

項目については、これから実施していく前提のもとで記載をするような形を

想定しております。先ほど、いただいたご意見を含めてなんですけども、基本

的には下請さんが元請けさんのところに組み込まれるタイミングでは、市へ

の提出というよりは、元請けさんが遵守されているというのを確認していた

だいた中で、工事を施工していただくという運用を想定しております。 

（委員） 

なんとなく、実務と照らし合わせて考えてみると、我々と協力業者さんが契

約するときに、何となくこれをチェックして、丸してもらって、請書と一緒に

これをもらうみたいな、そんなイメージなのかなという感じがしております。 

（事務局） 

今おっしゃっていただいたような運用がいいのかなというふうに私たちも

思っております。以上です。 

（会長） 

ありがとうございます。チェックシートについては、検討事項が２つ発生し
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ました。報告を要する時期について、最終的な皆様のご意見を確認させていた

だきたいと思います。今、事務局からいろいろご説明いただいたものも加味し

ながら、案のとおり、履行中、履行後ということで、ご異議ないでしょうか。 

 

（全員異議なし） 

 

（会長） 

ありがとうございます。少し戻りまして、９ページです。チェックシートに

最低額を記載するかしないかです。記載する場合、全職種内での最低額か、職

種別の最低額かのどちらかとなります。現状のチェックシートにおいては、工

事は、最低額を記載「する」か「しない」かというと、「しない」ですよね。

決めた単価を自動で表示させて、それに対して上回っているか、上回っていな

いかのところを、はい、いいえで記載するような形になっているので、原案と

しましては、最低額を記載しないとなっております。一方で、委託のほうは

色々な職種があると思いますが、それらのうち一番単価が低い職種と、その金

額を書くという形での報告になっています。なので、記載「する」ということ

ですね。工事と委託で多少違いますが、事務局からの案として、こちらのほう

でご異議ないでしょうか。 

（委員） 

委託のほうでチェックシートの中の１０番。基本的に委託に関していうと、

再委託や下請を使うありきで仕事を発注するというのはないと思うんですね。

ほぼほぼ仕様書の中で再委託は禁止というふうになっている。特殊なものと

か、事情があるというものに関しては事前に協議して、了承されれば再委託

オーケーというふうになる。この書式だと再委託ありみたいな前提になって

いるような気がするんですけども。１０番の再委託を行っている、行っていな

いというところは、基本的にはここでサインをしてもらってということにな

るんでしょうか。事前調査とかではないんでしょうか。 

（会長） 

そもそも再委託が駄目なものもあるのではないかということですね。 

（委員） 

そうですね。職種は４職種、４業種、４職種しかないですよね。その中で再

委託が必要なのかというところですよね。 

（会長） 

事務局より回答をお願いします。 

（事務局） 

おっしゃるとおり、今、府中市で対象としている４業種については、ほぼ再
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委託というものがないものと考えておりますが、契約条項上で、再委託は申請

して承諾されれば可となっておりますので、今後どのようなものが出てくる

か分からないため、一旦は事項として書かせていただいて、「はい、いいえ、

対象外」という３つの選択肢とさせていただければなと思っております。以上

でございます。 

（会長） 

ありがとうございます。いかがでしょうか。 

（委員） 

対象外というのは何だろうとなると思うんですよね。そこが分かるのかな

という。 

（会長） 

例えば、「再委託を行っていない」のような方が表現として分かりやすいと

いうことですか。 

（委員） 

どういうのを想定してつけているのか分からない。 

 

（会長） 

再委託できるかできないか、対象にできるかどうかというニュアンスとし

ても取れるということなのでしょうか。 

（委員） 

逆にどうなんでしょうか。 

（会長） 

事務局、お願いします。 

（事務局） 

今ご指摘いただいたところというのは、やはり委託については、基本的には

再委託は禁止されている中で、承諾を得た場合には再委託ができるというふ

うになっております。それが、特定公契約において、再委託が全くない状態か

というと、あることも想定されるという中での項目になっております。書き方

として、例えば「再委託を行っている場合はお答えください」のような、必ず

しも全員が答える前提ではないような記載に修正する方向で、再度、事務局の

中でも検討させていただいてよろしいでしょうか。 

（委員） 

はい、そのほうが。 

（事務局） 

ありがとうございます。 
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（会長） 

ありがとうございます。そのほか。こちらのチェックシートにつきまして、

ご意見はございますでしょうか。 

（委員） 

ちょっと検討事項からは少しずれてしまうかもしれませんが、このチェッ

クシート自体は特に私は異議はないんですが、そもそもこの公契約条例の、特

に労働報酬下限額の関係で言いますと、実効性の担保というものを非常に重

要だというふうに考えていまして、これはあくまで発注者の方、事業者の方の

間で確認して、法令の関係の遵守なんかを中心にやるんですが、じゃあ、本当

に労働者の方たちの実態がどうなっているのかというところは、私の考えで

は、これではちょっとチェックしきれないというふうに思っております。チェ

ックしきれないと言いますか、実態をしっかり見ていかなきゃいけないとい

うふうに考えています。その上でなんですが、実際に条例が施行された後に、

例えば府中市と発注者の方の間、実際に何かアンケートを取るとなった場合

に、私たち労働者団体の協力が必要であれば協力もさせてもらいますし、他の

自治体でも実態の確認として適宜アンケート調査をしたりしていますけれど

も、そういうことも併せて、要望というかお願いとして出しておきたいなとい

うふうに思っております。以上です。 

（会長） 

ありがとうございます。事務局から何かありますか。 

（事務局） 

今後の評価とか、実施後の効果検証をどうするかというところがまだ定ま

っていないというのが、事務局の状況になっております。来年度以降は、この

公契約審議会で、下限額を決めるというのを前半にさせていただくんですけ

ども、後半には、来年度はまだ制度が走り始めたばかりなので実態はなかなか

見えないかもしれないんですが、今後に向けた効果検証のようなことをして

いきたいと思っています。例えば、来年度の議題で、どう効果を測っていった

らいいかといったことも、お話できればと思っておりますし、それが２年目以

降につながるような形でサイクルが回ればいいのかなと思うので、ご意見と

していただきまして、また来年度以降に検討をさせていただければと思いま

す。 

（会長） 

ありがとうございます。他はいかがでしょうか。検討事項としては、最低額

を記載するしないというところにつきましては、特にご異議はなかったかな

と思いますので、確定をさせていただきたいです。それ以外に再委託のところ

の表現と、工事のほうが、元請、一次受け、二次受けで、それぞれ提出できる
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ような方式にしてはいかがかというご提案をいただきましたので、そちらは、

３回目に事務局から案を出していただいて、最終的には確定させていきたい

と思います。よろしいでしょうか。 

 

（全員異議なし） 

 

（会長） 

ありがとうございます。 

では、最後に次第の２、その他について、事務局から説明をお願いいたしま

す。 

（事務局） 

それでは、次回の委員会につきまして、ご案内させていただきます。次回は、

７月１４日火曜日、午後２時から開催させていただきます。なお、会場につい

ては未定となっておりますので、開催通知にて改めてお知らせさせていただ

きます。以上でございます。 

（会長） 

ありがとうございます。全体を通しまして、ご質問、ご意見等ございますで

しょうか。 

では、特にないようですので、以上で、第２回府中市公契約審議会を終了い

たします。お疲れさまでございました。 


